
（1）金利リスクの算定方法の概要

（2）金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

注　当連結グループでは市場金利が上下2％変動した時に受ける金利リスク量を算出しております。

平成27年度 平成28年度
（単位：百万円）

金利ショックに対する損益・経済価値の増減額 ▲ 543 ▲ 2,067

　連結グループの金利リスクの算定方法は、当組合の金利リスクの算定方法に準じた方法により行っています。
当組合の金利リスクの算定方法は、単体の開示内容（p82）をご参照ください。

財務諸表の正確性等にかかる確認

金利リスクに関する事項

該当する取引はありません。

（4）連結貸借対照表で認識され、連結損益計算書で認識されない評価損益の額
　　（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）

該当する取引はありません。

（5）連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額
　　（子会社・関連会社株式の評価損益等）

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

証券化エクスポージャーに関する事項

オペレーショナル・リスクに関する事項

　該当する取引はありません。

　該当する取引はありません。

　該当する取引はありません。

（1）オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　連結グループにかかるオペレーショナル・リスク管理は、子会社においては当組合のリスク管理及びその手続
に準じたリスク管理を行っています。また、関連会社についても、子会社に準じたリスク管理態勢を構築していま
す。当組合のリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ23）をご参照ください。

（2）信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

注1 
注2 

注3

「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。
「3ヶ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融
機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのことです。
「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行
向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。
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（単位：百万円）

計

地方公共団体金融機構向け
法人等向け
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
3ヶ月以上延滞等
上記以外

適格金融
資産担保

区　　分
保　証 適格金融

資産担保 保　証

（2）出資等エクスポージャーの連結貸借対照表計上額及び時価

注　「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

（単位：百万円）

上　　　　　　　場
非　　　上　　　場
合　　　計

種　　　類
連結貸借対照表計上額 時価評価額 連結貸借対照表計上額 時価評価額

平成28年度

－
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－
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平成27年度

 －
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  －
21,134
21,134

（1）出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　連結グループにかかる出資等エクスポージャーに関するリスク管理は、子会社においては当組合のリスク管理及
びその手続に準じたリスク管理を行っています。また、関連会社についても、子会社に準じたリスク管理態勢を構
築しています。当組合のリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ81）をご参照ください。

出資等エクスポージャーに関する事項

（3）出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

私は、当組合の平成28年 4月 1日から平成29年 3月31日までの事業年度に
かかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関
するすべての重要な点において、農業協同組合法施行規則に基づき適正
に表示されていることを確認いたしました。 

この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整
備され、有効に機能していることを確認しております。

業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する
体制が整備されております。

重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議･報告されており
ます。

業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性･
有効性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報
告されております。

確　認　書

１.
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（３）

2.

平成     年      月     日
め ぐ み の 農 業 協 同 組 合
代表理事組合長
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